
公営企業会計　下水道事業
区　分 予算額 収入および

支出済額 比　率

収益的収入 13億9,059万円 5億5,381万円 39.8%
収益的支出 13億6,753万円 1億5,710万円 11.5%
資本的収入 13億3,327万円 1億3,194万円 9.9%
資本的支出 19億5,932万円 3億8,169万円 19.5%

市債の状況
区　分 現在高
一般会計 373億4,595万円

第三セクター等改革推進債 82億2,532万円
臨時財政対策債 159億6,092万円
その他 131億5,971万円

特別会計 16億5,345万円
下水道事業債（農業集落排水事業） 16億3,964万円
駐車場整備事業債 1,381万円

公営企業会計 48億5,498万円
下水道事業債（公共下水道事業） 48億5,498万円

合　　計 438億5,438万円

公営企業会計
使用料金の収入などの収益により維持される独立採算
を原則とする会計
公営企業会計の会計方式
収入支出全ての資産の増減を、発生した時点で記帳す
る発生主義を採用
収益的収支
下水道使用料や施設管理等の経営活動に関する収入・
支出
資本的収支
経営活動に必要な施設の整備や機器の調達等、資産形
成に関する収入・支出

市税
74億9,176万円

47.4%

市税
74億9,176万円

47.4%

繰入金
8億5,000万円
5.4%

繰入金
8億5,000万円
5.4%

地方消費税交付金
11億4,927万円

7.3%

地方消費税交付金
11億4,927万円

7.3%

地方交付税
26億1,998万円

16.6%

地方交付税
26億1,998万円

16.6%

その他一般財源
3億1,335万円

2.0%

その他一般財源
3億1,335万円

2.0%

歳　入
予算現額

337億3,006万円
収入済額

158億 25万円
収入率 46.8%

歳　出
予算現額

337億3,006万円
支出済額

138億9,468万円
執行率 41.2%

国庫支出金
18億9,752万円

12.0%

国庫支出金
18億9,752万円

12.0%

諸収入
1億6,083万円　1.0%

県支出金
2億7,510万円
1.7%

その他特定財源
10億4,244万円
6.6%特

定

財

源 一

般

財

源

総務費
12億1,445万円

8.7%

総務費
12億1,445万円

8.7%

民生費
48億4,184万円

34.9%

民生費
48億4,184万円

34.9%

衛生費
15億9,816万円

11.5%

衛生費
15億9,816万円

11.5%

その他
1億4,101万円　1.0%

公債費
18億3,594万円

13.2%

公債費
18億3,594万円

13.2%

教育費
10億8,809万円

7.8%

教育費
10億8,809万円

7.8%

消防費
7億3,856万円
5.3%

土木費
16億1,806万円

11.7%

土木費
16億1,806万円

11.7%

農林水産業費
2億9,514万円　2.1%

商工費
5億2,343万円
3.8%

民生費
社会福祉・児童福祉などの経費
公債費
借入金の返済金
土木費
道路・公園・橋・河川の整備などの経費
衛生費
保健福祉・ごみ処理などの経費
総務費
市役所の全般的な経費
教育費
小中学校・幼稚園整備などの経費
消防費
消防や救急活動などへの負担金
商工費
商工業や観光の振興などの経費
農林水産業費
農業・畜産業・林業などの経費
その他
議会等の経費、大雨等による災害復旧事業

一般会計歳出

　歳入の収入済額は158億25万円、収入率は46.8％、歳出の支出済額は138億9,468万円、
執行率は41.2％となっています。※令和４年9月30日現在
　市税においては固定資産税の占める割合が2.1％低下しています。
　歳出では、土木費の執行率が10.4％上昇し、商工費が6.0％低下しています。
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